
総務部

運営方針

【重点施策とめざす方向】 【実績】
財政調整基金に頼らない予算編成 目標どおり達成

　新型コロナウイルス感染症収束の先が見えず
引き続き厳しさを増す財政環境の中で、第５次
総合計画の各施策を実施しながら、持続可能な
まちづくりを進めるとともに、業務改革など全
庁視点・現場視点による事業の見直しを推進
し、原則として財政調整基金を取り崩すことな
く、令和５年度当初予算を編成します。

⇒

　厳しい財政環境のなか、第５次総合計画の各
施策を効果的・効率的に推進するため、包括予
算制度のもと、特別職を中心とした「予算編成
会議」を設け、十分な議論のうえ「現場視点」
による事業の見直しと「全庁視点」による横断
的な取組みを進めた結果、ルール分（※）を除
き財政調整基金を取り崩さずに令和５年度予算
を編成することができました。
（※歳出が年度によって著しく変動し、財政調
整基金を取り崩さなければ、住民サービスに多
大な影響を及ぼすものは、同基金の取崩し対象
としています。）

ファシリティマネジメントにおける市有施設のＥＳ
ＣＯ事業の実施

ほぼ目標どおり達成

　ファシリティマネジメント事業推進の一環と
して、老朽化した市有施設の空調設備の室内外
機や熱源機器、照明設備等の改修をＥＳＣＯ事
業により実施し、設備の更新のみならず、省エ
ネルギー化を図ります。

⇒

　令和４年度は、１２施設（ラブリーホール、
キックス、市民総合体育館、錦渓苑、都市公園
灯、寺ヶ池公園管理事務所、小山田コミュニ
ティセンター、小山田地域福祉センター、清見
台コミュニティセンター、清見台地域福祉セン
ター、日野コミュニティセンター　、フォレス
ト三日市）で導入を進め、概ね予定通りに進捗
したが、一部の施設において、世界規模の半導
体不足や資材不足の影響を受け、設備機器の納
入が事業履行期間内に間に合わず、事業全体の
完遂予定を令和５年１２月へと改めました。

行政手続のデジタル化推進 目標どおり達成

　電子申請を導入する市独自手続きの選定を行
い、国の定める２６手続きとともに、令和４年
度中に電子申請を導入します。 ⇒

　戸籍、住民票、税証明等８種類の証明書を郵
送請求する手続きを電子申請可能としました。
また、国の定める２６手続きについても令和４
年度内に電子申請の受付を開始しました。

令和４年度部局運営方針実績

安定した財政構造の確立と行政手続のデジタル化を推進
　人口減少及び高齢化に伴い、本市を取り巻く財政環境が厳しさを増す中、第５次総合計画を着
実に推進し、持続可能なまちづくりを進めるため、行政経営改革プランに基づく、安定した財政
構造の確立をめざします。併せて、老朽化した市有施設の空調設備等の改修をＥＳＣＯ事業によ
り実施し、設備の更新と省エネルギー化を図ります。
　また、行政手続のデジタル化や、コンプライアンス推進に向けた取り組みを進めます。
　市税については、納税者の利便性向上のため、納税環境の整備を行うとともに、新型コロナウ
イルス感染症の影響を受けた納税者に十分な配慮をしつつ、適正な滞納整理を進め、自主財源の
確保に努めます。



コンプライアンスの推進 目標どおり達成

　コンプライアンス推進指針や、同アクション
プランに基づき、全庁的なコンプライアンス推
進に取り組むことにより、本市行政の信頼を回
復し、公平・公正で市民に信頼される市役所を
実現します。 ⇒

　コンプライアンス推進指針や同アクションプ
ランに基づき、研修等による啓発、自己チェッ
クやリスク管理に係るヒアリングの実施などに
より、全庁的なコンプライアンス推進に取り組
むことで、本市行政の信頼回復に努め、公平・
公正で市民に信頼される市役所の実現を図りま
した。

納税環境整備と徴収率の向上 目標どおり達成

　地方税ポータルシステム（エルタックス）を
通じた電子納付の対象税目及び納付手段を拡大
することにより納税環境の整備を行います。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響を受
けた納税者に十分な配慮をしつつ、大阪府域地
方税徴収機構への高額・困難事案の引継ぎや滞
納整理への取り組みの強化などにより、市税収
入の確保に努めます。

⇒

　市民税、固定資産税、軽自動車税等の主要税
目においてＱＲコード付き納付書発行の準備を
進め、エルタックス等を通じた電子納付手段の
拡大による納税環境整備を行いました。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響を受
けた納税者に十分な配慮をしつつ、大阪府域地
方税徴収機構への高額・困難事案の引継ぎや滞
納整理への取り組みの強化などにより、市税収
入の確保に努めました。


